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[付記]
本稿 は 、2000年10月2日 に神 奈 川 大学10-41講 堂 に お いて 開催 され た外
務 省 外 交 講 座 に 講 師 と して お 越 しい た だ い た 岡 庭 健 氏 に 、 当 日の テ ー マ




る ため に集 まる こ とが 既 に合意 され て お り、 いず れ 会議 の開催 地 や 開催 形
態 が 決定 され る見 込 み であ る。
☆ 第2回 児 童 の 商 業 的性 的 搾 取 に反 対 す る世 界 会 議
女性2000年 会議 の 日本国首席代表ステー トメ ン トにおいて、 日本政府 は
第2回 児童の商業 的性 的搾取 に反対する世界会議 を2001年12月 に横浜市で
開催す ることを表 明 した。 この会議 は、1996年 にス トックホ ルムで開催 さ
れ た児童 の商業的性 的搾 取 に反対す る世界会議の フ ォローア ップを強化す
ることを目的 としている。児童 の商業的性 的搾取 は世界各地域で深刻 な問
題 となってお り、各国が この問題 に対す る取 り組み を強化す るこ とが重要
な課題 となっている。 日本政府が、国連児童基金、そ して この問題 に取 り
組 んでいる国際NGOと 協力 して第2回 世界会議 を開催 する ことについて
は、各国か ら高い評価 を得た。
☆ 最 後 に
第二次世界大戦後 、55年 間にわたる国連 を中心 とす る取 り組み によって
女性 の地位 向上 は相 当進 んだ。少 な くとも法の下での平等 はか な り確保 さ
れて きてい る。今後の課題 は、事 実上 の平等 の確保であ る。例 えば、世界
には読 み書 きので きない大 人10億 人の2/3が 女性 であ り、非農業部 門に
お ける女性の収入は男性 と比べ て3/4に しか ならない。事実上の平等 の
確保のためには、政府 による女性 を対 象 とす る様 々な援助、教育 、訓練等
に加 えて、社会 を構成す る個 人が男女の固定的 な役割分担の観念 を改 める
ことが必要 となっている。国連は、世界各国の女性 の交流 の機会を提供 し、
困 ってい る女性 た ちの問題 に脚光 を当て、解 決のための知恵 を出 し合い、
過去 の しが らみ に捕 らわれず に斬新 な発想 や新 たなアプローチ を推進 して
い く格好の場 であるこ とか ら、女性 の地位向上 のための努力 において引 き




す るこ とで決着がつ いた。
因み に国連 におけ る会議 は、 まさに言葉 を武器 に した戦争 の ような もの
であ る。 リプロダクテ ィブ ・ライッや セクシュアル ・ライツあるいは多様
な家族 といった機微 な問題 について、各国代表 は、新 たに文言 を挿 入で き
るか、あ るいは何 回言及で きるか、 とい うこ とに意義 を見いだ し、 これ を
巡 って延 々 と議i論していた。
女性2000年 会議は、特 にセ クシュアル ・ライツを巡 る先進諸国 と一一部途
上 国 との深い対立があ ったために、駆 け引 きの ため に途上国側 は比較的合
意 しやすい他 の分野 について も各種提案 に反対す る動 きがあ り、最終段 階
まで成果文書の採択 が危ぶ まれ た。 しか し、成果文書が採択 されない こ と
は貧困や紛争 な どに苦 しむ途上国の女性 に とって特 に大 きな損 失である こ
とか ら、先進諸 国は、途上国の中で も協議進展 を希望す るサ ブサハ ラのア
フリカ諸国や多 くの ラ米諸 国 と交渉促進 のため に協力 した。我 が国は、 ア
ジア太平洋諸 国に対 して交渉進展 に協力す るよう働 きかけ るとともに
、先
進諸国 に対 してはセ クシュアル ・ライツの問題 を巡 って会議が決裂 する事
態は避 けるべ きと働 きかけた。
女性2000年 会議 では、 また、キューバが米国が行 っているキューバへの
制裁措 置 を念頭 において一方的強制措置が女性 に悪影響 を与 えている とし
てその廃止 を提案 した り、 イラクが 自らが課 されてい る国連安全保障理事
会 による制裁が女性 に被害 を与えてい ると してその制裁解 除を提案 し、協
議 が難航 した。一方的強制措置 の廃止 も安保理制裁の解除 も、女性 問題の
本 質に関わ る問題では ないが 、キューバや イラクにとっては、国際社会の
脚光 を浴 びるあ らゆる機会 を利用 して 自国 に課 されてい る制裁 の不当性 を
訴 えることが国策 となってい るため、女性2000年 会議で も最後 まで 自らの
立場 を強 く主張 した。 これ ら提 案 につ いては、それぞれキューバ と米 国、
また・イラクと安保理 の常任理事 国である英 な どとの間で舞台裏 での協議
が行われ、最 終段階で合意が成立 した。
95年 の北京会議か ら10年 後の2005年 には再度関係者が女性 問題 を協議す
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リ プ ロ ダ クテ ィブ ・ラ イ ッ とは 、性 と生 殖 に関 す る権 利 で あ り、妊 娠 ・
出産 、避 妊 、性 感 染 症 、性 交 な どにつ い て 自 らの意 思 で 選択 で きる 自己決
定権 で あ る と解 され てい る。性 と生殖 に関す る権利 が 、女 性 の 人権 と して
1994年 の 国連 人 口開発 会 議 で認 め られ た こ とは歴 史的 な意 義 が あ る。 しか
しなが ら、世 界 で は依 然 と して 国 の政 策 の た め に女性 が 中絶 を強 い られ る
国 もあれ ば、主 と して宗 教 的理 由 に よ りい か な る理 由が あ っ て も女 性 の 中
絶 が 許 され ない 国 もあ り、 リプ ロ ダ クテ ィブ ・ラ イ ツが 普遍 的 に保 障 され
る状 況 とは な って い ない 。女 性2000年 会議 で は、1994年 に合 意 した リプ ロ
ダ クテ ィブ ・ラ イツ につ い て更 に前 進 させ よ う とす る欧米 諸 国 や多 くの途
上 国 と、 これ に反対 す る ローマ 法王 庁 、一部 カ トリ ック諸 国、 イス ラム諸
国 の 間で激 しい対 立 が あ った。
セ ク シュ ア ル ・ラ イツ は、差 別 や 強制 な く、 自由 に性 に関 して決定 す る
権 利 で あ り、同性 愛 の権 利 も含 む。 オ ラ ン ダ、 ス ウ ェー デ ン とい っ た一部
先 進 諸 国 で は、 同性 愛 者 が 多 数 い て 同性 愛 団体 も力 を もっ てい るた め、 こ
れ ら団 体 か ら圧 力 を受 け た一 部先 進 諸 国政 府代 表 は 、セ ク シュ ア ル ・ラ イ
ツの挿 入 を強 く主 張 して い る。1995年 の北 京 行動 綱 領 で は、 一部 途 上 国 の
反 対 に よ り、セ ク シュ ア ル ・ラ イツ は言 葉 と して は盛 り込 まれ なか った も
の の、 内容 的 に はセ ク シュ ア ル ・ラ イ ツが 入権 の 一部 と して認 め られ る よ
うな文 言 が盛 り込 まれ た。 女性2000年 会議 で は 、南 ア フ リ カな どの ア フ リ
カ諸 国 もセ ク シュ ア ル ・ラ イツ を支 持 して い た 。南 ア は憲法 で 同性 愛 を理
由 に差 別 を行 って は な らな い と規定 して い る由 で あ る。 結局 、女性2000年
会議 で もセ ク シュ ア ル ・ラ イ ツ とい う文 言 は 、明 記 され なか った。
「多様 な形 態 の 家族 」 につ い て は、 これが 同性愛 者 の夫婦 や未 婚 の 夫婦
を認 め る意 味 が あ る こ とか ら、 ローマ 法 王庁 をは じめ とす る一部 カ トリ ッ
ク諸 国や イス ラム諸 国 が強 く反対 して い る。 カ トリ ック諸 国等 は 、英 語 で
thefamilyの 使 用 を主 張 し、欧 米 諸 国そ の他 の 途 上 国 は 「多様 な形 態 の
家 族 」 や 「families」 の使 用 を主 張 した。 結 局 、 これ ら表現 はい ず れ も過
去 の合 意 に も含 まれ て い る こ とか ら、 両方 と もバ ラ ンス の とれ た形 で言 及
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これ まで抵 抗 して きた。 しか しなが ら、 この よう に 「名誉 殺 人」 が 女 性 の
人権 を侵 害 す る伝 統 的慣 行 と して具 体 的 に列 挙 され た こ とに よ り、 この よ
うに慣 行 と して行 わ れ た きた 女性 の 人権 侵 害 が 、名 指 しで 禁止 を求 め られ
る と、 政 府 と して も国 内 の慣 行 を抑 え る努 力 を強 化 せ ざる を得 な くな る。
この よ うに して女 性 の 人権 を侵 害 す る伝 統 的慣 行 に対 して は、 長 い年 月 を
か けて 少 しず つ撲 滅 に向 け た努 力が 行 わ れ て きた。
女性2000年 会議 で は、 この ほか 、 ドメステ ィ ック ・バ イ オ レンス に関 す
る立 法 や適 当 な仕組 みの 強 化 、女 性 の ラ イ フサ イク ルの 各段 階 に応 じた包
括 的 な暴 力 防止 取 り組 み の推 進 、女性 に対 す る暴 力撤 廃 キ ャ ンペ ー ンの実
施 、 トラ フ ィ ッキ ング対 策 の強 化 な ど幅 広 い行 動 が成 果 文 書 に盛 り込 まれ
た。
女性 に対 す る暴 力 に対 して断 固 た る行動 を とるべ きこ と につ いて は 、伝
統 的慣 行 をめ ぐる一部 途 上 国 の抵 抗 を別 とす れ ば、 一般 的 に先 進 国 、途 上
国 を問 わず 、考 え方 が 一 致 して い る ため 、会 議 で は大 きな対 立 もな く、合
意 が成 立 した。女 性 に対 す る暴 力 に関 す る成 果文 書 の 内容 は、女 性2000年
会議 で最 も前 進 が あ っ た分 野 とされ て お り、 日本 政 府 と して もこの 内容 を
踏 まえて今 後具 体 的措 置 を とって い く考 えで あ る。
女性2000年 会議 で もっ と も対 立が 深 か った 問題 は、 リプ ロ ダ クテ ィブ.
ラ イ ッ、 セ クシ ュア ル ・ラ イツ、及 び 「多様 な形 態 の 家族 」 で あ った。性
に関 す る 自己 決定 権 に関 わ る これ らの 問題 に関 して は 、女 性個 人の人 権 を
重視 す る考 え方 と宗教 や伝 統 な どを重 視 す る考 え方 との 間 で ほ とん ど妥協
の余 地 の ない深 い 対立 が存 在 し、何 十 年 も議 論 が続 い てい る。 女 性2000年
会議iで もこれ ら問題 をめ ぐって激 しいや りと りが あ り、 会議 の最 後 まで決
着 が つ か な か った 。 協 議 は大 変 な熱 気 を お び 、何 者 か に よっ て 、議 場 に
「気 をつ け ろ 。先 進 諸』国 は 自 らの 汚 れ た性 風 俗 を途 上 国 に持 ち込 も う と し
て い る。」 とい う メ ッセ ー ジの 匿 名 の ビ ラが 配 られ た り した。 結 局 、女 性
2000年 会議 の 成果 文 書 で は、 この 問題 につ い て北 京 会議 な どにお け る過 去
の合 意 を確 認 す るに とど ま り、新 た な進展 は なか った。
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や政府の幹部への女性の進出 を図 っている経験 を踏 まえて盛 り込 まれた も
ので ある。 因みに、国連事務 局は、94年 の国連総会決議 によって2000年 ま
で に職員の完全 な男女平等 を目標 として掲 げてお り、幹部 ポス トを除けば
相 当程度 目標 を達成 している。
女性 に対 する暴力 は、女性2000年 会議で も特 に脚光 を浴 びた問題 であ っ
た。女性 に対する暴力 には、様 々な形態があ る。女性の健康 と福祉 に害 の
ある伝統 的慣行 は、今 日もなお多 くの国で広 く行われてい る。具体的には、
女性性器切 除(ア フリカ中西部 や中近東 、アジアの一部で古 くか ら行われ
ている習俗で、女性性器の一部 を切 り取 った り、ときには縫合す るなどを、
生後六 ヶ月か ら初経前 くらい までの女の子 に対 して行 う。消毒 や麻酔 な し
で行 うため、激痛 を伴 い、出血多量 や感染症 で死亡す るケース もある。世
界で1億 人の女性 に対 して行 われてい る ともいわれ る)、 児童婚 、 ダウリ
ー殺 人(花 嫁 の持参金が少 ない として殺人 を行 うこ と)、寡婦 を夫 の死体
と一緒 に生 きたまま焼 くこと等があ る。50年 代 に有害 な伝統的慣行が国連
で取 り上げ られ始めた時 は、伝統 的慣 行の廃止 を求める ことは、加盟国の
国内事項 への干渉 を禁 じる国連憲章の規定違反であ ると して反発す る国 も
あ った。その後 、長 い年 月を経て、先進諸国 を中心 とす る国際世論 の声 を
前 に して一部途上国が譲歩 を続 け、今や一般 的 にこのような伝統 的慣行 は
女性の人権の侵害 であ り、伝統や文化 の名の もとで正当化 され得 ない犯罪
であるとの認識が浸透 して きてい る。
女性2000年 会議 では、女性 に対す るあ らゆる形態の暴力 を法律 に よる処
罰対 象 となる犯罪 として位置づけてい る。 また、有害な伝統的慣行 につい
ては、北京会議 で具体的 に列挙 されてい た女性性器切 除、児童婚 、 ダウリ
ー殺 人に加 えて、新 たに 「名誉殺 人」 を明示 して、女性 の人権 を侵害す る
ような伝 統的慣行 の撤 廃 に向けた施策実施 を求 めている。「名誉殺 人」が
政府 の禁止 に も拘 わ らず 、慣 行 として行われ てい る国 に とっては、「名誉
殺 人」の明示 は、当該 国の国内の状況 を暗 に非難する ことにな り、その国
の国際 的 イメー ジを損 ないかねないため 、当然 、「名誉 殺人」の明示 には
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る。 これ に対 して、女性2000年 会議 では、女性 が多 く就業す るパ ー一トタイ
ムな どの雇用形態への十分 な社会的保護や、貧困撲滅戦略 における女性 の
エ ンパ ワー メン トへ の配慮、 グローバ ル化の もた らす恩恵 を女性が享受す
るための技術援助 などを進めるべ きである とされた。
この他、途上国は、他 の開発 関連会議 で も取 り上げ られる政府開発援助
(ODA)の 増 額や対外債務帳消 しな ども主張 したが 、先進諸国の反対 によ
って トーンダウ ンした内容 で合意が成立 した。
日本政府代表団 は、貧 困削減、女性支援 などの開発援助 の実績 を背景 と
して積極的に提案 を行 うとともに、 日本政府が 国内で行 っている農村漁村
で 自営 業 を営 む女性 の地位 向上 のための努力 を提 案 して、成果文書 に盛 り
込んだ。
女性 問題 について取 り組 みの進 んでいる欧米諸 国は、 自国の国内行動 を
成果文書 に盛 り込 むこ とによって、これを国際 的に推進す る努力 を行 った。
その具体例 としては、例 えば、 ジェンダー主流化があ げられる。 ジェンダ
ー主流化 とは
、全 ての政策 は男女平等 に何 らかの影響 を与 える ものである
か ら、マ クロ経済政策や予算政策 な ど女性 問題 と直接 関係 ない と思 われ る
もの も含 め、全 ての政策 について これ らが男女平等 に与 える影響 を評価 し
て、男女平等 を重要課題 として位置づける ことを意味す る。 ジェンダー主
流 化のための具体的措 置 としては、各種政策が男女平等 に与 える影響 を評
価 する、いわゆるジェンダー分析 を行 うことや、女性 の家事労働 な ど賃金
の支払 われない、い わゆる無償労働 の価値 を評価 して政策 に反映 させる こ
と等が挙 げ られる。女性2000年 会議 の成果文書では、 ジェンダー分析や無
償労働 の評価 を含め、 ジェ ンダー主 流化 に関す る各種提 案が盛 り込 まれ
た。
また、成果文書 では、女性 のエ ンパ ワー メン トのためにあ らゆ る公 的分
野、特 に政策 ・意思決定過程 にお けるジェンダ.__.・バ ランス を促進す るた
め に期 限付 きの 目標 または測定 可能 な 目標 を設定 す る こ とを奨励 して い
る。 これ は、欧米諸国 において具体 的 に何%と い った比率 を特定 して議 会
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児 殺 し、 近 親 姦 な どを女性 の 人 権侵 害 と して取 り上 げ て い た。NGOの 影
響 力 は益 々増 大 して い る。 また、最 近 は、 政府 代 表 団 にNGOが 参加 す る
こ とが奨 励 され てお り、多 くの 国(特 に先 進諸 国)で 慣 例 とな って い る。
女 性2000年 会議 で も世 界 か ら多 数 のNGOが 参 加 して お り、政 府代 表 団
はNGOと の 間 で連 日、 ヒア リング を行 って い た。 日本 政 府代 表 団 も、5
日間 で3回 、NGOへ の 説 明 会 を開 催 した 。 更 に 、 日本 代 表 団39名 中 、
NGOの 方 が4名 入 っ て お り、 政 府 間協 議 に積 極 的 に参 加 した。 この他 、
国会議 員 が5名 、代 表 団顧 問議 員 団 と して参 加 した。
少 々脱線 す るが 、女 性 会議 の参 加 者 は他 の国 際 会議 と非常 に異 な る点が
一つ あ る。参 加者 が圧 倒 的 に女 性 で あ る点 で あ る。女 性2000年 会議 で 私が
参加 した政府 間協 議 で も男 性 は私 一 人 だけ か 、他 に一 人 か二 人 しかい ない
とい う状 況 で あ り、 日本 政 府代 表 団で は39名 中 、29名 が女 性 で あ った。男
女平 等 に関 わ る問題 を女性 ば か りで議 論 す る こ とが 適 当 か ど うか は別 と し
て、 男性 が 多 数 を占め る他 の 国際 会議 とは異 な り、何 とな く華 々 しい雰 囲
気 が あ る。
1996年 の 第4回 世 界 女性 会議iで採択 され た北 京行 動 綱 領 の実 施 を更 に促
進 す る た め に 開催 され た 女 性2000年 会 議 で は 、 「貧 困 」、 「教 育 と訓 練 」、
「健 康」、 「女 性 に対 す る暴 力」、 「女性 と武 力紛 争 」、 「経 済」、 「権 力 及 び意
志 決 定」、「女性 の 地位 向上 の ため の制 度 的 な仕 組 み」、「人権」、「メデ ィア」、
「環 境」、 「少 女」 とい う問題 につ い て 各国 政府 、国 際機 関、NGOが 取 るべ
き行 動 を列 挙 した合 意文 書 が 採 択 され た。 全 て の行 動 にあ た って は 、北 京
会議 で提 唱 され た 「女 性 の エ ンパ ワー メ ン ト」 が基 礎 とな る。 「女性 のエ
ンパ ワー メ ン ト」 とは、 女性 一 人 ひ と りが 力 をつ け て よ り良 い社 会 を築 く
主 体 とな る こ とを 目指 してい る。
この 会議 で 取 り上 げ られ た広 範 な問題 の 中で も、途 上 国 に とっ て特 に関
心 の高 か っ た の は 、 「女性 の 貧 困」 で あ っ た。 グ ロー バ ル化 の進 展 す る 中
で経 済 危機 の発 生 した場 合 に、失 業 や 社 会支 出の 削減 な どに よっ て女性 が
男性 と比 較 して よ り大 きな打 撃 を受 け る こ とが 統 計 上 明 らか に な って い
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には 「国内 行動 計 画 」 を策 定 した。 そ して 第2回 か ら第4回 世 界女 性 会議
で採 択 され た行 動 計 画 の 内容 を踏 ま えて 、 国内行 動 計 画 を随 時 改訂 してお
り、2000年 末 まで に新 た な行 動計 画 を作 成 す る予定 であ る。
途 上 国 、先 進 国 を問 わ ず 、女性 問題 は国 民 に とっ て非常 に関心 の高 い 問
題 で あ り、 これ を反映 して 、世 界女 性 会議 は 国連 の枠 組 み で 開催 され る数
多 くの 会議 の 中で も各 国 の関心 が最 も高 い もの の一 つ で あ る。 したが って
世 界女 性 会議 には 、 国家 元 首 や 閣僚 、あ るい は大 統 領夫 人 な どが 参加 して
い る。1995年 に北 京 で 開催 され た 第4回 世界 女 性 会議 には我 が 国 か ら官 房
長 官 が 出席 した 。 この よう に政 治 的 レベ ル の 人が 各 国代 表 をつ とめ る こ と
は、 会議 の結 果 をその 後 各 国政 府 が確 実 に実 施 す る上 で重 要 な要 素 とな っ
て い る。
世 界 女性 会議 は 、国 連 の会 議 の 中で も最 も参加 者 の 多 い 会議 の 一 つ で あ
る。 例 え ば 、 第4回 世 界女 性 会議 で は、190力 国 政 府 か ら1万7000人 が 参
加 した。 併 行 して 開催 され たNGOフ ォー ラム に は 、 世 界 各 国 か ら3万
1000人 が集 ま り、発 表 を行 っ た り、意 見 交換 を行 っ た り して い た。 日本 か
らは約5000人 が 参 加 した。 本 年6月 の女性2000年 会議 で は 、政 府 関係 者 と
NGO併 せ て1万 人 くらいが 集 ま り、 日本 か らは141団 体 、700人 くらい の
NGO関 係 者 が ニ ュー ヨー クに集 まっ た。
各 国 内 、そ して世 界女 性 会議 の よ うな国連 会議 にお け るNGOの 役 割 は
ます ます 大 き くなる傾 向 にあ る。
通 常 、NGOは 会 議 にお け る政 府 間協 議 に直接 参 加 で きない が 、 各 国代
表 団 に対 して ロ ビー活 動 を行 った り して 、合 意文 書 の内 容 に意 見 を反 映 さ
せ る努 力 を して い る。 この よ うなNGOの 活 動 は 、政 府 がや るべ きこ とを
行 って い る か を監 視 し、 また、 問題 点 を指摘 して状 況 改 善 の方 向 に持 って
い く上 で重 要 な意 義 を有 して い る。 例 えば 、1985年 の ナ イ ロ ビ会議 の行 動
計 画 で は女 性 に対 す る暴 力へ の言 及 はあ った もの の 、 これが 女性 の 人権 侵
害 の 問題 で あ る とい う視 点 は明確 で は なか っ た。 この と き、NGOフ ォー
ラム で は女性 に対 す る様 々な暴 力 、例 えば女 性 の性 器 切 除や 人 身売 買 、女
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連本部で開催 され、北京会議 な どの過去 に採択 された行動計画の実施状況
を点検す るとともに、行動計 画の実施 を促進す るために更 に取 るべ き措置
について協議 し、合意文書が採択 された。
世界女性 会議で採択 される行動計画 などの合意文書 は、条約の ような法
的拘束力 はない ものの、各国か ら閣僚 レベ ルが参加 して合意 された国際文
書 と して、その後の各国の国内 における行動 を促進 させ る とともに、国際
機関における政策論議の流れ を方 向づける重要 な意義 を有 している。
例 えば、1975年 のメキシコの女性会議 と80年 の コペ ンハーゲ ン女性 会議
を通 じて、女性 は専 ら開発 の受益 者である との考 え方が修正 され、開発 は
女性 の完全 な参加 な しには不可能であ る、女性 は開発の積極 的な担 い手で
ある とい う認識 の変化 を もた らした。 また、1970年 代 に国連統計 は、は じ
めて女性 の平等 と権利 はそれ 自体孤立 した問題ではな く、社 会全体の安定
と福祉 にとって重要な要因であ るとい う事実 を示 した。す なわち、女性へ
の過小評価 は、貧困、人口過剰 、非識字、食糧不足 、栄養失調 、健康状態
の悪 化 とい う地球規模 の諸 問題 と密接 にむす びつ いた低 開発 の原 因であ
り、かつ、結果 で もあ るとい う事実が明 らか にされ た。
例 えば、慣習や タブー を破 って女性 で もお金 を借 りることが出来 る よう
にす る と、女性 は家内工業 をは じめ、 これが地域 の経済活動の活性化 に貢
献す る とい う事実があ る。 また、世界の文盲の2/3は 女性であ ると言わ
れているが、女性 に教育 を与 える と人口爆発 が抑制 され、子 どもが学校 に
行 くようにな り、家族が手 を洗 うようにな り、家族 の健康状態や衛生状態
が改善 され、社会全体が安定す ると考 えられてい る。
この ような考 え方の変化 を受 けて、国連で は女性支援のための国際機関
(国際婦 人調査訓練研修 所及 び国連婦 人開発基 金)を 設立 した。 また、 日
本 を含 む ドナー国は開発援助 で途上国の女性 を支援 した り、援助 プログラ
ムにジェンダーの視点 を導入 した りす るようになっている。
日本政府は、1975年 の第一回世界女性会議 の行動計画 の要請 を受 けて女
性 問題 を扱 う国内本部機構 として婦 人問題 企画推進本部 を創設 し、1977年
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りが ち であ る。98年7月 に 日本 が 提 出 した 第4回 報 告書 の審査 予定 は未 定
で あ り、2002年 冬 以 降 となる ことが 確 実 で あ る。
人種差別撤廃条約や市民 的 ・政治 的権利 に関す る国際規約(「 自由権規
約」)で は、人権侵害 を受け た個 人が直接 国際委員会 に具体的侵 害 を通報
す る手続 きがそれぞれの条約 の選択議定書 に存在す るが、女子差別撤廃条
約 では、 この ような通報制度 は存在せず 、締 約国政府か らの一般的 な報告
しか規定 していなか った。その後、女子差別撤廃条約の実施手続 きの強化
に関す る関心の高 ま りを受けて婦人の地位委員会が、個 人通報手続 きを含
む選択議定書 を起草 した。議定書の締約 国に よる条約違反 について、被害
者又はその代理 人は、権利 の侵害 を通報、委員会は通報 を検討 の上、違反
があった とされ る国に対 して注意 を喚起す る。
婦人の地位委員会で合意 された選択議定書 は、1999年10月6日 に国連総
会で コ ンセ ンサ ス採択 され た。2000年6月15日 現在 の署名 国数 は42力 国、
批 准 国 は5力 国で あ る(注:そ の後 、女子 差別撤 廃 条約選択 議 定書 は、
2000年12月22日 に発効 した。2000年12月21日 現在 の批准国数は13力 国、署
名 国数 は62力 国)。 日本政府 は、本議定書批准 は 「司法 の独立」 との関係
か ら慎重 に検討す る必 要があ るとの考 えであ り、 まだ署名 していない。
☆ 女 性2000年 会 議
国連 は 、 「国連 婦 人 の10年 」 の始 まっ た1975年 か ら、 大 規模 な世界 女 性
会 議 を定期 的 に 開催 す る こ とに よ り、女 性 問題 に関す る国際 社 会 の取 り組
み 強 化 を促 進 して きた。 す な わ ち、1975年 には メキ シ コ ・シテ ィーで 女性
問題 に関す る最 初 の世 界 会議 を開催 し、続 い て1980年 には コペ ンハ ー ゲ ン
で 第2回 世 界女 性 会議 、1985年 に はナ イ ロ ビで 第3回 世 界 女性 会議 、1995
年9月 に は北 京 で 第4回 世界 女性 会議 を開催 し、 そ れ ぞ れの 会議 で は政 治
宣 言 と女性 の地 位 向上 の た めの行 動 計 画 が採 択 され て い る。2000年6月5
～9日 の女 性2000年 会議 は
、国連 特 別 総 会 とい う形 式 で ニ ュー ヨー クの 国
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称 も変更 した ものである。男女雇用機 会均 等法では、雇用の分野 における
男女の均等 な機会及び均 等 な待遇の確保 を促進する ことを目指 して、女性
労働者の職業能力の開発 と向上、再就職の援助、職業生活 と家庭生活 との
調和 を図 る措置 などを規定 している。
教育 に関 しては、家庭科の学習指導要領が改訂 された。す なわち、1984
年 に文部省の検討会議の報告が出 され、学習指導要領の改訂が女子差別撤
廃条約の 日本批准後 に行われた。 これ によって、それ まで女子のみ必須で
あった高等学校 の 「家庭一一般 」科 目が男女 ともに選択必須科 目とな った。
学習指導要領 におい て、「男 は仕事 、女 は家事」 とい った性 別役割分担が
否定 され、教科書 も男女 の平等 と協 力 を強調す る内容 に改め られた。
女子差別撤廃条約の第18条 に よれば、締約国は条約の実施状況 に関す る
報告書 を国連事務総長 に提 出(効 力発生後、1年 以内 に提 出。その後 は4
年毎)す る こととなっている。締約国か ら提出 された報告書 は、女子差別
撤廃委員会で各国別に検討 された後、同委員会か ら当該政府 に対する勧告
が提出 される。
1994年1月 には 日本政府の第2回 及 び第3回 報告書 が まとめて女子差別
撤廃委員会で審査 され た。 この審査 では、多 くの委員 よ り、88年 の前 回審
査 に比べ て前進 した と評価す る発 言が あ り、具体 的には3名 の女性 閣僚の
誕生、家庭科教育の男女必修 、雇用機 会均 等法、民法改正ee'等 への言及
があ った。他方、 日本 の経 済発展 に比べる と日本女性の地位 向上 は不十分
であるこ と等が懸念事項 として指摘 された。 また、 日本政府 に対す る勧告
では、女性 団体 との よ り効果的対話の実施が要請 された他、外 国人女性 の
商業 的性的搾取 の状 況 をよ りよく理解す るため性産業 に関す る情報提 供が
要請 され、また、民 間企業 による雇用機会均等法の遵守確保のための措置
を とる こと等が要請 された。
本来、 これ ら報告書 は遅滞な く女子差別撤廃委員会で検討 され るべ きで
あるが、処理すべ き各国報告書 の数が多いため、審査時期は先延 ば しにな
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り・条約作成 のための協議 で も合意 は困難 を極め、条約作成後は多 くの国
の条約留保 の対象 となった。 イスラム諸 国を例 にとれ ば、 イス ラム法 によ
れ ば、妻が離婚 を希望す る場合 には イスラム法廷の許可 を得 なければな ら
ないのに対 して、夫が離婚 を希望す る場 合にはその ような許可 は必 要 と し
ない。 この差別 は、 イスラム法上、夫が結婚及 び離婚 に際 して妻 にお金 を
支払 わなければな らないのに対 して、妻 は夫 に対 して何 らお金 を支払 う義
務が ないためである とされている。多 くの イスラム諸国は、 この ような差
別 を念頭 において、婚姻 ・家族 関係 におけ る差別撤廃 を規定す る第16条 に
ついて留保 を表明 している。
この条約の第28条2項 で は、条約の 目的 と相容れ ない留保 は行 うことは
で きない旨規定 しているにも拘 わ らず、一部の国は国内法 と両立 しない条
約 の規定の適用 を留保 す る旨表明 している。女性2000年 会議iの結論文書で
は条約の 目的 と相容れ ない留保 の撤回 を呼 びかけてい る。
日本 は、1980年7月17日 にコペ ンハ ーゲ ンで開催 された第2回 世界女性
会議 の機会 に女子差別撤廃 条約 を署名 し、1985年6月25日 に批准書 を寄託
した。 そ して1985年7月25日 に女子差別撤廃条約は、我が国 について効力
を生 じた。
日本の条約署名か ら批准 までの5年 間は、批 准のための条件整備 に費や
され た。具体的 には、1985年 に国…籍法 の改正が施行 された。 日本で は、出
生 による国籍取得 について従来、父系優先主義(父 親が 日本 国籍の場 合に
子 どもは 日本国籍 を所得す るが 、国際結婚 な どによ り母親 のみが 日本 国籍
の場合 には子 どもは自動 的に 日本国籍 を取得す ることはで きない)が とら
れて きたが、国籍法改正 によって父母両系血統主義(子 どもは父親、母親
いずれの国籍 を取得可能 〉に変更 された。 また、 日本 人 と婚姻 した外国人
の帰化条件 を男女 同一 に改めた。
雇用 に関 しては、男女雇用機 会均等法が制定 され、1985年 に国会で成立
した。男女雇用機会均等法 は、1972年 の勤労婦 人福祉法 を抜本改正 して名
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な どの様 々な分野 について、妊娠、出産、保育 を除けば、基本的 に男女 間
で異 なる扱 い をす る程 の差違 はない との基本 的考 え方 にたっている。また、
各国政府 に対 して は政治 の場 や職場 な どの公的領域 だけで な く、結婚 や家
族な どの私的生活 において も女性 に対す る差別 をな くす よう活動す ること
を要請 してい る。 また、条約の実 施のために 「全 ての適 当な措置 を とる」
ことを義務づ けている。女子差別撤廃条約の第3条 で は、男女の固定 的な
役割 な どに基づ く偏見及び慣行 を撤廃す るため男女 の社会的及 び文化 的な
行動様式 を修正 し、並 びに家庭 についての教育 に養育等の男女 の共同責任
について理解及 び認識 を深め ることを目的 とす る全 ての措置 をとる旨規定
している。 この規定 は、「男女の事実上の平等」 の促進 を目的 としている。
1980年 の第2回 世界女性会議 の際 に署名 された女子差別撤廃条約 は、1
年余 り後 の1981年9月3日 に発効 した。 これ は、人権諸条約 の中で非常 に
速 い発効 である。批准国数は、2000年8月1日 現 在で165力 国であ り、人
権条約の中では もっとも締約 国の多い条約であ るにも拘 わらず 、各国の留
保 の数 も人権文書の中で も最 も多い。40力 国近 くが特定 の項 目につ き留保
を表明 してい る。 因みに 日本 は、1985年6月25日 に条約 を批准 してお り、
留保 は行 っていない。
最 も多 くの国が留保 を行 ってい るのは、紛争 を仲裁す る国際司法裁判所
の役割 に関す る条文 であ る。留保が行 われてい る実 質的事項 としては、特
に第16条 の婚姻 ・家族関係 における差 別撤廃 について20力 国が留保 してい
る。婚姻 ・家族関係 にお ける差別撤廃 として、この条約で は、 自由に配偶
者 を選択す る男女 同一の権利、子 の数及び出産の間隔 を自由にかつ責任 を
もって決定す る同一の権利 、財産 に関わる配偶者双方の同一の権利 な どを
規定 している。 また、条約で規定 している政治的 ・公的活動 における差別
撤廃、国籍 に関する平等 、教育 におけ る差別撤廃 、法の前 の平等 などにつ
いて留保 してい る国 もある。一部の国 は一般的 な形で国内法 と相容れない
規定の適用 について留保 を表明 している。
婚姻 ・家族 関係の問題 は多 くの途上国 にとって国内的に機微 な問題 であ
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慣行の廃止 に関す る補足条約」が作 成 され、1956年 に国連総会で採択 され、
加盟国の署 名 ・批准のために開放 された。 この条約では、合意のない婚姻
に よる女性 の売 買を奴隷 に類似 す る虐待 として禁止 している。 同時 にこの
条約は、各国が婚姻 の最低年齢 を定め ることを奨励 している。更 に婦 人の
地位 委員会で は、「婚姻 の同意 、婚姻 の最低 年齢 及 び婚姻 の登録 に関す る
条約」が作 成 され、1962年 の国連総 会で採択 され、加盟国の署 名 ・批准の
ため に開放 された。 この条約で は婚姻 の適当な最低年齢 につ き政府が決 め
るようゆだねてい る。婚姻最低年齢 に関 しては、更 に婦 人の地位 委員会 で
「婚姻 に関する勧告」 が作成 され、1965年 に国連総会で採 択 され た。 この
勧告 では、やむ をえない場合 で も婚姻最低年齢 を15歳 にす るよう各国 に対
して勧告 している。
☆ 女 子 差 別 撤 廃 条 約(「 あ らゆ る形 態 の 差 別 の撤 廃 に関 す る条 約 」)
1975年 の 「国際婦 人年」、76年 か ら85年 までの 「国連婦人の十年」 を契
機 として女性 の地位 向上 に向けた国連の活動 は一層強化 された。男女平等
に関す る原則 は・76年11月 に国連 総会で採択 された 「女性差別撤廃宣言」
などで幅広 く確認 され てい るに も拘 わ らず、女子 に対 する差別が依然 と し
て広範 に存在 していた。そ こで、それ まで国際的 に合意 された諸原則 を包
括 して法的拘束力のあ る条約 を作 ることが提案 された。婦人の地位委 員会
で多 くの時 間を費や して条約案 が起草 された。1979年12月 に国連総会で採
択 された女子差別撤廃条約は、67年 に採択 された 「女子差別撤 廃宣言」 を
踏 まえて女性 に関す る差 別 とは何か を定義 した初めての国際的な法的文書
であ り、世界の女性の 「憲法」 ともいわれている。
女子差別撤廃条約の第一条は、「女子 に対す る差別 とは、性 に基づ く区別、
排除又は制限であ って、政治的、経済的、社 会的、文化的、市民的その他
のいかなる分 野において も女子が男女の平等 を基礎 と して人権及 び基本的
自由 を認識 し、享有 し、又 は行使 す ることを害 し、又 は無効 にす る効果又
は 目的 を有す る もの を言 う」 と規定 している。 この条約で は、人権や雇用
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国連 事 務 局 に よる調 査 結 果 を紹/`す る と、74力 国 中、25力 国 で女 性 は参
政権 、す なわ ち投 票 す る権 利 、立 候補 す る権利 、公 的 職業 につ く権 利 を も
って い な か っ た。 これ は、 法律 に よ る規 制 とい う よ りも、慣 行 や 宗教 が 要
因 とな って こ う した措 置 が と られ て い る場 合が 多 い。
この よ うな調 査 結 果 を受 け て婦 人の 地位 委 員 会 で 「婦 人の 参政 権 に関す
る条 約 」 が作 成 され 、1952年 に この条 約 は国連 総 会 で採 択 され 、加 盟 国 の
署 名 ・批 准 の た め に開放 され た 。 「婦 人の 参 政 権 に関 す る条 約」 は、 女性
の 政治 的権 利 を承 認 し、保 障 す る こ とを目的 と した初 め て の国 際文 書 で あ
る。 しか しなが ら、多 くの 国 々 は、女 性 が 公 職 に就 き、 全 て の公 務 に携 わ
る こ とを規 定 した第3条 な どに反 対 し、条 約 の批 准 に際 して40力 国以 上 の
締 約 国 は、い くつ かの規 定 に拘 束 され ない権利 を留 保 した。 しか しなが ら、
この条 約 の 目的 と して い る と ころ は徐 々 に 国際 社 会 で 浸 透 して きてお り、
今 日、女 性 の 参政 権 を認 めて い ない 国 は世 界 で ご く少数 とな って い る。
1949年 の 国連事 務 局 に よる調 査 の結 果 、女 性 の 非識 字 者が 男 性 を上 回 り、
教育 の不 十 分 さが経 済 的地 位 の 低 さ を もた ら して い る こ とが 判 明 した。 こ
の調 査 結 果 を受 け て1951年 には 「同一価 値 の労働 につ い て の男 女 労働 者 に
対 す る同一報 酬 に関す る条約 」 が 国際 労働 機 関(ILO)の 総 会 で採 択 され 、
加 盟 国 の署 名 ・批 准 の ため に開放 され た。
1949年 及 び50年 の 国連 事 務 局 に よる調査 の結 果 、既 婚 婦 人 に関す る国籍
法 に多 くの 問題 が 存在 す る こ とが 明 らか とな った。 多 くの国 の 国籍 法 にお
い て 、婚姻 す る女 性 は 自動 的 に夫 の 国籍 を取得 す る こ とが 前提 とな って い
た。 この調 査結 果 を受 け て婦 人 の 地位 委 員会 にお い て 、 「既 婚 婦 人の 国 籍
に関 す る条 約 」 が 作 成 され 、1957年 に国 連 総 会 で採 択 され 、加 盟 国 の 署
名 ・批 准 の た め に開放 され た。
また、 国連 事務 局 の調 査 に よ り、11歳 や13歳 で 少女 を婚姻 させ る風 習が
広 く存 在 し、本 人 の 同意 な しに 「婚 姻」 とい う形 で 少女 が 売 買 され る制 度
や慣 行 が存 在 す る こ とが 明 らか にな っ た。 この調 査結 果 を踏 まえ て、婦 人
の 地位 委 員 会 で は 、 「奴 隷 制 度 、 奴 隷 取 引 並 び に奴 隷 制 度 類似 の 制 度 及 び
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で 開催 され る国 際 会議 にお い て は、主 た る テ ーマ が女 性 で な く、例 え ば人
口、保 健 、社 会 開発 、環 境 、 子 ど も、紛 争 な どで あ って も、必 ず ジ ェ ンダ
ー の平 等 と差 別撤 廃 が 重 要 課題 と して議論 され る よ うにな
ってい る。2000
年3月 に は国連 安 全 保 障理 事 会が 紛 争 と女 性 をテ ーマ と して公式 会合 を開
催 して い る。
日本 は1956年 に国連 に加 盟 した 。 国連 にお け る女 性 の 地位 向上 に向 け た
活動 は ・国 際標 準 を提 示 す る こ とに よって 、 日本 の 女性 団体 の活動 の 目標
を提 供 し、 日本 政 府 に よる国 内の 取 り組 み の強 化 を促 して きた。特 に、 日
本 の女子 差 別 撤 廃 条 約 の批 准 は、 女性 の地位 向上 の た めの様 々な立 法 ・行
政措 置 の重 要 な契 機 となっ た。
日本 は 世 界 第2位 の 経 済 大 国 で あ る 。 また 、 国 連 開 発 計 画 に よ れ ば 、
1999年 に 人 間開発 指 数(平 均 寿 命 、教 育 水準 、一 人 あた り国民 所 得)で 日
本 は・ カナ ダ、 ノー ル ウェ ー、米 に続 い て第4位 であ った。 これ に対 して、
日本 の 女性 の置 かれ て い る地 位 は、 世 界 で はか な り遅 れ てい る方 で 、 どの
程 度 か とい う と、例 えば 国連 開発計 画 に よれ ば 、1999年 ジ ェ ンダー ・エ ン
パ ワー メ ン ト測 定(女 性 が 積 極 的 に経 済 界 や 政 治生 活 に参加 し
、意 志 決 定
に参加 で きるか どうか を図 る基準)で 世 界 第38位 であ る。 これ は、 先進 国
の 中 で は最 下位 で あ り、 多 数 の途 上 国 よ り も遅 れ てい る。 日本 は、 欧米 諸
国 の女性 の進 ん だ状 況 を参考 と して 、 これ に追 いつ くよ う努 力 して い る と
い う形 が見 て取 れ る。
☆ 初 期 の 国 連 の取 り組 み ～ 平 等 の 法 的基 礎 の確 立(1945～1965)
国連 は、1946年6月21日 に経 済社 会理事 会の下に婦 人の地位委員会 を設
立 した。 この委員会 は女性の権利 の基準 を設定 し、教育 的努 力 を援助 し、
各 国に対 して法律等が国際条約 に適合する ように促 して きた。1947年 、 こ








☆ は じめ に
国連 は、その創設以来、世界各国の女性の人権尊重 、男女平等 を促進す
る上で主導的な役割 を果た して きた。
1945年6月 にサ ンフラ ンシス コで署名 された国際連合憲章 は、その第1
条で国連 の 目的 として 「人種、性 、言語又は宗教 による差別 な くすべての
者 の ため に人権及 び基本 的 自由 を尊重す るよ う助長 奨励 す る こ とにつ い
て、国際協力 を達成する こと」 と規定 してい る。 この憲章は、性 による差
別のない人権保 障が明記 された初めての国際文書 である。 この ような内容
が 国連憲 章 に盛 り込 まれ た背 景 には、ル ーズベ ル ト大統領 の婦 人エ レノ
ア ・ルー ズベ ル トをは じめ とす る女性代 表 や女性 団体 の働 きか けが あ っ
た。
従来、女性の問題 は慣習や伝統 の中の全 く私的 な、家庭 内の問題 として
考 え られていたが 、国連 の取 り組 みに より、女性の地位 は国際的 な場で議
論 され、国際基準 で考 える試みが開始 された。
これ までの国連 による調査報告、国際条約作 成、政府間協議 、各国政府
の取 り組みの蓄積 の結果、今 日、女性 の地位向上 と人権尊重は、女性 自身
に とって重要 な意義が あるのみな らず、社会全体 にとって も極 めて重要な
意義がある とい う認識が国際社会で共有 されてい る。すなわち、お よそ人
間に関わ る全 ての問題 にはジェンダー(男 女 の性差。ただ し、生物的 な も
の よ りも、社会的 ・文化的 ・経 済的に形成 された男女の格差)の 平等 と差
別撤廃の視点が重視 され るようになってい る。その結果、最近国連その他
[27)124
